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本資料の目的 

1. 本資料は、第 576 回企業会計基準委員会（2026 年 5 月 14 日開催）において、IASB 公開

草案「リスク軽減会計 － IFRS 第 9号及び IFRS第 7号の修正案」（以下「本公開草案」

という。）に対するコメント・レターにおける対応方針案について聞かれた意見をまとめ

たものである。 

 

聞かれた意見 

（全般的な事項） 

2. コメント・レターにおける対応方針案に賛同する。 

（概念フレームワークからの離脱に関する事項） 

3. 概念フレームワークからの離脱という観点からコメントを行うとする対応方針案に賛同

する。また、利害関係者の理解を深める観点から、リスク軽減調整額を資産又は負債とし

て認識することとした理由及び過去の経緯をより詳細に記述することをコメント・レタ

ーに含めるとする対応方針案に賛同する。 

4. リスク管理活動の効果を表現する方法として、評価差額が発生しない金融商品に対する

ものを資産又は負債で認識し、評価差額がその他の包括利益（以下「OCI」という）とし

て認識される金融商品に対するものを OCI で認識するというアプローチは 1 つの考え方

としてあり得ると考える。このため、本公開草案の提案に反対するのではなく、リスク軽

減調整額を資産又は負債として認識することとした理由及び過去の経緯についての詳細

な記述を求めていくことがよいと考える。 

（リスク軽減会計を適用しないことを選択する企業に対する開示要求に関する事項） 

5. 開示が必要かどうかの評価をすべての企業に要求することは、過度な対応であると考え

る。 

6. 財務諸表利用者の観点から、動的な金利リスク管理を行っている企業（例：銀行等金融機

関、保険会社）に対して、定性的な開示を求めることは有用であると考える。ただし、
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ASBJ として意見をまとめるにあたっては、特に財務諸表利用者である専門委員の方々か

らの意見を踏まえて、コメント・レターの文案を検討いただくことがよいと考える。 

7. 財務諸表作成者の観点から、任意適用である定めを適用しない場合に開示を要求するこ

とは過度な対応であると考える。 

以 上 
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